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研究成果の概要（和文）： 環境保護に熱心なグリーン消費者行動の実態について、発展途上国である中国と先進国で
ある日本との比較研究の目的は達成できたと考えている。グリーン意識調査をグリーン・コンシューマ先進国のイギリ
スや最近グリーン意識の高まりがみられる米国においても実施した。北京の大学生を中心としてアンケート調査を実施
し、若干の市民への聞き取りも行った。中国におけるグリーン・コンシューマの現状を把握しそれに対応する小売企業
の環境保護活動については、日本と中国の比較の困難さがみられたものの、グリーン意識については日中の差はあまり
見られなかった。しかし、小売における環境保護活動には歴然とした差がみられる。

研究成果の概要（英文）：In the condition of green consumers who are interesting in environmental protectio
nism, having comparative research in Japan and china, which is between advanced country and developing cou
ntry, the objectives of research is almost successful. The research of green intention have been performed
 in UK which is  advanced in green consumption and USA where is growing up in green sense. In China also i
t have been the research action for university students in Beijing, and interviewing to some citizen of Be
ijing. Gridding in the condition of green consumer's intention in China, and making an effort to acquire t
he data about retailer's action on environmental protection in China, it's result have not been found some
 difficult in retailer's activities on environmental protection. Most of Chines retailers have not any act
ion on environmental protection.
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１．研究開始当初の背景 

京都議定書の調印に基づいて、経済先進国

および世界的な二酸化炭素排出国である日

本の二酸化炭素削減の取り組みは注目に値

するものである。一方、ＧＤＰ世界第一位の

アメリカは経済および産業優先の方針を転

換せざるを得ない状況にあるにもかかわら

ず、これまで消極的な姿勢をとり続けていた

が、先の国連総会アピールにおいて削減目標

を明確にして、削減への一歩を踏み出しつつ

ある。これは、日本が世界の二酸化炭素削減

の運動展開の中でヨーロッパ諸国とともに

積極的な取り組みを行ない、リーダーシップ

としての役割の一端を担うという決意その

ものの表明である。現在、日本政府は環境庁

を中心として、二酸化炭素等の排出規制強化

策の立案と実行についての検討を開始して

いる。本研究では、これまでの日本政府や地

方政府の取り組みの実態と小売流通企業の

活動について論述し、これからの方向性につ

いて検討を試みる。また、一般市民の二酸化

炭素削減の活動や地球温暖化対策の取り組

み意識を既存のデータを駆使して、グリーン

消費者の観点から分析したいと考えた。 

 
 
２．研究の目的 

本研究の主要な目的は次のように記述さ

れる。すなわち、地球温暖化防止には市民の

協力と企業の自主的行動が不可欠であり、本

研究では、イギリスで発生したグリーン消費

者の概念を明らかにし、環境保護に熱心なグ

リーン消費者行動の実態について、発展途上

国である中国と先進国である日本の現状を

明らかにする。 

さらに、上記の目的に加えて、消費者の意

識変化が小売企業行動にどのような影響を

もたらし、自然環境保護の行動展開を結実し、

社会全体に温暖化防止の輪が広がることに

よって、温暖化対策が社会的インパクトにな

り得るかについて考察する。また、消費者意

識の醸成が企業に与える影響について考察

し、加えて、生産、流通、消費の３つの各局

面および３者の相互作用による、より効果的

な温暖化策の提言を消費と小売の立場から

の関係性の観点を中心として行なう。 

とりわけ、ＣＯＰ１０が名古屋の地におい

て開催され、生物多様性維持が人類共通の地

球環境の保護の眼目とされた。地球温暖化ガ

スの削減は緊急の世界的な課題であること

は否めない。そのためには先進国や発展途上

国の市民意識を涵養し温暖化ガスの大部分

であるＣＯ２削減に取り組むことが求めら

れる。 

本研究では、さらに、消費と小売の立場か

らこの課題解決の手段とプロセスについて

論究する。世界の消費規模は拡大を続け、そ

れにともなって小売市場は先進国のみなら

ず発展途上国においても成長している。また、

その動向は生産活動にも大きな影響をもた

らしている。地球温暖化防止において、市民

社会の意識醸成や自然志向としての消費者

行動の啓発とともにそれを基盤とした社会

的エネルギーによる企業行動への要請であ

る波及効果としての社会的インパクトのメ

カニズムの要因分析を行なう必要がある。 

今日、ＣＯ２削減について消費活動と小売

活動の 2面から捉えることは、極めて重要で

ある。さらに、消費と小売流通に対応した生

産部門との関係性を考慮し生産活動に伴う

二酸化炭素排出問題にも言及する必要があ

る。 

 グリーン消費者の考え方は Sigmund A. 

Wagner （ Understanding Green Consumer 

Behaviour : A Qualitative Cognitive Ａ

ｐproach (Routledge) 2003）によれば、

イギリスにおける工業化にともなう乱開発

の反省を契機とした環境主義から派生して

いるといわれている。現在では、イギリスや

ドイツをはじめとしてヨーロッパにおいて

グリーン意識の高まりがみられる。 



残念ながら、今まで、グリーン消費者意識

行動と小売流通企業との関連性やグリーン

消費が社会全体に与える影響等に関する研

究成果はほとんど見られない。その意味で、

本研究がその分野研究の先鞭をつけるもの

であるという自負を持って研究を遂行し、研

究成果を広く公表することが大切である。 

 
 
３．研究の方法 

上記の研究目的を達成するための方法と

しては主に中国に赴いて実態調査を実施し

た。加えて日本やイギリス、アメリカにおい

ても聞き取り調査や、資料収集を行った。具

体的には、イギリスの環境保護や二酸化炭素

削減意識が一般市民にどの程度浸透し、その

グリーン意識が企業活動や社会に対してど

のようなインパクトを与えているか否かを

考察し、よりよきグリーン社会への実現への

可能性を探ることとなる。 

さらに、日本と中国においてグリーン消費

の意識とグリーン行動および社会意識に関

するアンケート調査と聞き取り調査を実施

し、小売企業のＣＯ２削減活動についてはイ

ンタビュー調査を中国および日本国内、イギ

リス、アメリカにおいて若干実施した。温暖

化対策についても、中国と日本においてイン

タビュー調査を行ない、さらに、研究機関や

自然環境保護活動団体などに対しても聞き

取りを行った。 

そして、中国、イギリス、アメリカにおい

て小売企業へのインタビューを実施。研究機

関、自然保護団体への調査も実施し、中国で

の実施については、北京首都経済貿易大学の

李丁教授と陳立平副教授の協力をお願した。

これにより、かなりスムーズに運ぶことがで

きた。私自身も各国に赴き調査を実施した。

北京の商業団体である商業連合会の会長で

ある張氏への協力も依頼し、北京市政府の流

通を管轄する商業委員会の協力も取り付け

ることができた。 

独自で行った調査もあるが各国では協力

者がいるおかげで調査のアドバイスを頂き、

実施について非常に楽な形で終えることが

できたことは幸いである。中国では前出の陳

教授と李教授、イギリスでは私が留学時代に

お世話になったロンドン大学のロンドンビ

ジネス・スクールのティム・アムブラー教授

および大学の関係者、そして、本学との協定

校で友人でもあるアメリカのサウス・イース

ト・ミズーリ大学のケネス・ハイシュミット

教授などの協力体制があればこその研究遂

行であったことに感謝の意を込めたい。 

 
 
４．研究成果 

このように、消費者の意識変化が小売企業

行動にどのような影響をもたらし、自然環境

保護の行動展開へと結実し、社会全体に温暖

化防止の輪が広がることによって、温暖化対

策が社会的インパクトになり得るかについ

て考察を加えた。 

グリーン消費者については、イギリスに赴

き調査を実施した。本研究における「Green 

Consumer」の概念的統一は極めて重要である。

なぜなら、発展途上国と先進国における消費

の条件が相違するとともに所得水準に格差

が存在するからである。日本と中国を比較す

るベースはかなり低く設定せざるを得ない。

ここでは、グリーンコンシューマの定義づけ

として「環境保護に配慮し日頃のショッピン

グを行い、日常生活においてもエコ意識を持

って行動する消費者」とした。むろん、自然

保護活動に積極的なボランティアや極めて

意識の高い消費者活動をする市民も存在す

るが、中国においてはその層はあまり育って

いない状況がみられる。この観点から、意識

調査を実施した。グリーンコンシューマの概

念が一般的になっているイギリスや最近グ

リーン意識の高まりがみられる米国も調査

の対象に加え、日本と中国の比較の基本的観

点の充実をはかった。２週間にのぼる資料収



集活動や調査結果から、その発生の根拠につ

いてナショナルトラスト運動の起源の基と

なっている自然破壊への反省と自然保護意

識の醸成にあるという認識に至った。中国で

は、一般市民の大人数の調査は困難であった

ため、陳教授の協力を経て、北京の大学生を

中心としてアンケート調査を実施した。また、

若干の市民への聞き取りも行った。元来、中

国では革命以来環境とは支配するものであ

るという意識が強かったが、最近では保護す

べきものという考え方が強くなっている。調

査結果では大部分の人民が強い保護意識に

立っている。また、個人的な保護活動やグリ

ーン購買意識が高まっている結果となった。 

 加えて、これらの消費者のグリーン意識

変化が小売企業行動にどのような影響をも

たらし、自然環境保護の行動展開を結実し、

社会全体に温暖化防止の輪が広がることに

よって、温暖化対策が社会的インパクトにな

り得るかについて考察した。残念ながら、こ

のようなグリーン意識が小売り活動への強

力なインパクトになっていない現状がみら

れた。小売り企業においては環境活動への取

り組み姿勢を見せてはいるものの、コスト削

減のための省エネ活動がせいぜいであった。

しかし、政府の態度如何によっては、環境保

護活動が急速に深化していく萌芽はみられ

る。 

小売企業の環境保護行動の実態として、中国

商務部の発表（２０１１、１０．３１新華社）

によると、「小売業界のエネルギー消費量は

下降する傾向にあり、平均下げ幅は 15%、単

位面積の電気消費量も下降する傾向にある。

年間用水量も 3年間連続で下降し続け、店鋪

の年間平均節水量は 2500 立方メートルであ

った。多数の企業は環境保護・省エネルギー

の低コスト投入段階である。技術、資金、政

策などの方面でさらに補強する必要がある。

小売業界の省エネルギー・環境保護の展開に

は関連政策のサポートの必要があり、補助政

策と奨励政策をさらに補強しなければなら

ない。」 このような論評があるものの小売

企業の実態を見ると遅々として進展がみら

れないのが現状である。中国におけるグリー

ンコンシューマの現状を把握しそれに対応

する小売企業の環境保護活動については、日

本と中国の比較の困難さがみられたものの、

グリーン意識については日中の差はあまり

見られなかった。しかし、小売における環境

保護活動には歴然とした差がみられる。日本

のグリーン消費と小売活動の政策的な中国

移転の可能性についても将来性があるとの

結論にいたった。 
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